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国際司法裁判所 ウルグアイ河のパルプ工場事件

(仮保全措置命令 2007年1月23日)

玉 田 大

-.事 実 (ト19項)

2006年5月4日,アルゼンチン共和国 (以下.アルゼンチン)はウルグアイ東方共和国

(以下,ウルグアイ)を相手取って国際司法裁判所 (以下,ICJ)に提訴 Ll】',両国間のウ

ルグアイ河協定 (以下,75年協定)上の義務に違反すると主張した｡アルゼンチンの主張

によれば,違法行為は ｢ウルグアイ河における2つのパルプ工場の建設認可,建設及び将

来の稼働｣から生じており,特に同河の水軌 二及ぼす影響を問題としている｡アルゼンチ

ンは裁判所の管轄権をICJ規程36条 1項および75年協定60条1項に基礎付けつつ,請求訴

状において次の申立を提起 しているo第1に,ウルグアイは次の義務に違反 しているo

(a)ウルグアイ河の最適で合理的な利用のためにあらゆる必要な手段をとる義務,(b)事前

通報義務,(C)75年協定 (第2章)手続の履行義務,(d)水中環境の保全義務と汚染防止義

務,生物多様性と漁場の保護義務及び環境影響調査の実施義務,(e)汚染防止及び生物多

様性と漁場の保護のための協力義務であるO第2に,ウルグアイはアルゼンチンに対して

国際責任を負う｡第3に,ウルグアイは違法行為を停止し,自国の義務に厳正に従わなけ

ればならないO第4に,ウルグアイは完全な賠償を行わなければならない｡さらに,アル

ゼンチンは請求訴状と同時に次の仮保全措置を請求した｡(a)工場建設認可の停止,オリ

オン工場の建設停止,及びCMB工場の建設作業の停止期間の延長｡(b)水中環境の保護 ･

保全と汚染防止のために誠実に交渉すること｡(C)工場建設に関する一方的行為を行わない

ことO(d)紛争を悪化 ･拡大させないこと,である (1-4項)｡

2006年7月13日の命令においてICJはアルゼンチンの仮保全措置請求を棄却 した(2)｡他

方,同年11月29H.ウルグアイが仮保全措置請求を提起 し,次のように主張しているO第

1に,2006年11月20日以降,アルゼンチン住民がウルグアイ河に架かる国際橋を封鎖 し,

(1)Ajfalrerelatl17)eadesuslneSdepdleaPaPlerSu7･leJteuL'eUrugua_V(ArgentlneC.

Uruguay),DemandeenllldlCationdemesuresconservatoires,Ordonnancedu23

Janvier2007.本件訴訟資料 (請求訴状,仮保全措置請求,口頭弁論記録,仮保全措置命
令,裁判官少数意見)は全 て裁判所の公式サ イ トで入手可能である (http.//

www.lCJ-Cij.org/)oなお公式文書が末公刊のため,引用は該当パラグラフ番号を用いる｡
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189 国際司法裁判所 ウルグアイ河のパルプ工槻事件 (仮保全措置命令 2007年 1月23日)

全ての交通を遮断したことにより,ウルグアイは数億 ドルの損失を被ったO第2に,封鎖

の目的はBotnlaZ場の建設を確実に終了させることである｡第3に,アルゼンチンは封鎖

を止めさせるための措置を何 らとっておらず,明らかに国際責任を右する｡第4に,仮保

全措置による保護を求める権利は,BotnlaZ場を建設 し,稼働させる権利であるし,第5

に,アルゼンチンの行為は,｢紛争の解決を困難にする危険のある行為を慎む｣ことを求め

た仮保全措置命令 (2006年7月13E])に反するO以上の主張に基づ き.ウルグアイは次の

仮保全措置請求を捉起 した｡ 1)アルゼンチンは両国間の通行の妨害を防止 し,終了させ

るために合理的で適切なあらゆる手段をとらなければならないoli)本件紛争を悪化 ･拡

大させる措置をとってはならない｡iii)裁判所で問題となっているウルグアイの権利を投

損するような他のあらゆる措置をとってはならないuなお,ウルグアイは,司法的解決よ

りも両国間の外交的手段による友好的解決を望んでいる (5-19項)｡

二.当事国の主張 (20-23項)

アルゼンチンは仮保全措置のための管轄権を争い.次のように主張 しているD第 1に,

ICJが恨保全措置を指示できるのは,仮保全請求と請求訴状の請求の間に直接的な法的連

関 (unlienjundz'qlLedirect)がある場合だけであるo第2に,ウルグアイの仮保全請求は

75年協定ともアルゼンチンの請求訴状とも連関がない｡第3に,ウルグアイは道路封鎖の

停止を求めているが,自由交通権と通商の自由は75年協定で規律される権利ではなく,南

米南部共同市場 (以下,メルコスル)の設立条約 (アスンシオン条約 letraltedlAsunci6n)

上の権利であるD第4に,ウルグアイは道路封鎖に関してメルコスル特別裁判所(untribunal

adhocduMercosur)に提訴 し,同裁判所が既判力を右する決定を下している (2006年9

月6日)L3)Q第5に,メルコスルの紛争解決制度は他のフォーラムに訴えることを排除して

おり.ウルグアイによる ICJ付託はフォーラムの濫用 (unabusdeforum)である (20-

21項)a

他方で,ウルグアイは次のように主張している｡第 1に,ウルグアイは道路封錐の違法

性を認定するようICJに求めているのではか ､｡この間題は一般国際法やアスンシオン条

約上の問題であり,ICJの管轄権に含まれず,75年協定でもカヴァーされない｡第2に,

ノ＼

(2)CaseconCermngPILIz'MtllMntheRulerUruguay(ArgentlnaV.Uruguay).Request

forthelndlCationofProvislonalMeasures,Orderof13July2006,拙稿 ｢ウルグアイ河
のパルプ=場事件 (仮保全措置命令 2006年 7月13日)｣岡山大学法学会雑誌56巻2弓-

(2007年)20ト220頁｡

九 (31LaudodelTribunalArbitral̀̀adhoc''deMERCOSURconstituidoparaentenderdela
contraverslapreSentadaporlaReptlbLICaOrlentaldelUruguayalaRep〔1blicaArgentina

sobre"0misi6ndelEstadoArgentinoenadoptermedidasapropiadasparapreveniry/0

hacercesarlosimpedlmentOSalallbreclrCulaci6nderlVadosdeloscortesenterritorlO

argen亡medeviasdeaccesoalospuenteslnternaCionalesgraLSammartinygral.ArtlgaS

queunenlaRep山⊃licaA上-gentlnacomlaReptlbllCaOrientaldelUruguay".

[http.′//www.mrree.巨ub,uy′′mrree′′Pl･enSa/LaudoーTrlbunaLAD｣IOC.pdf].
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同 法 (57-1)188

道路封鎖は,ウルグアイが ICJにおいて主張する権利に対 して回復し得ない損害を蘭す恐

れのある ｢暴力行為｣(voleSdefait)であり,本件に直接関連する問題であるO第3に,

メルコスル裁判所の決定は,別の道路封鎖に関するものであり,異なる時薄日二実施され,

別の目的で行われたものである (22-23項)｡

三.命令要旨 (24-56項)

1.plI'mafacI'e管轄権 (24-30項)

裁判所は,管轄権の基礎が一見したところ (♪′lmafacl'e)存在しない限り,仮保全措置

を指示することはない (コンゴ領域武力活動事件 ･仮保全命令C,IJ.RerlLeZl2002.p.241.

para.58,パルプ工場事件 ･仮保全命令para.57)(,このことは,原告が仮保全措置請求を

提起 しようと被告が提起しようと同じである′この管轄権を認定するにあたって,仮保全

措置で保護しようとする権利の性質や範朗は関連性を有さないD裁判所は2006年の仮保全

命令において,｢両国は75年協定60条が適朋される権利に関して裁判所が管轄権を有するこ

項)｡他方,ウルグアイの仮保全請求が75年協',引二関する権利の保護を目的とするものか否

か,すなわち裁判所の fmmaftICltJ,の管轄権に含まれるか否かについて,両凶間に見解の

相違がある,,そこで,仮保全措置による保護を求められる権利と係属中の本案訴訟の主題

との間の関連性 (lelien)を検討する必要がある｡｣この点で,被告の権利は原告による請

求の形成の仕方に依存するものではない075年協定に基づいてウルグアイに認められる可

能性のある工場の建設 ･稼働の権利は,原則として (enprinclpe)仮保全措置によって保

護され得るものである｡同様に.裁判所が本案で判断を下すことに対するウルグアイの権

利も,アルゼンチンの提起した本案の訴訟i潤 と関連性を有しており,原則として仮保全

措置によって保護され得るものである｡以 Lより,ウルグアイの主張する権利は本案と｢卜

分な関連性｣(unllenSuffisant)を有しており,従って75年協定60条は当該権利に適用さ

れ得る｡なれ メルコスル特別裁判所においてウルグアイが主張 した権利は.本件で保全

を求めている権利とは異なるo以 卜より.批判所はウルグアイの仮保全請求を審理する管

轄権を有するL1

2.回復し得ない損害要件 (3ト33項)

ICJ規程41条に基づいて裁判所が仮保全措置を指示する権限は,｢終局判決までの間に｣

各当事国の権利を保護するために認められるものであり,本案権利に対する ｢回復 し得な 八

い損害｣(unprejudlCeirreparabLeJを防ぐために必要な場合に限られる｡また,当該権限

され得る (大ベルト海峡事件 C1.I.Refuel/1991.p17,par.23:フランス刑事手続事件

CIJ,Recue712003.p.107,par.22)0
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187 国際司法裁判所 ウルグアイ河のパルプ丁場事件 り反保全措置命令 2007年1月23日)

3.ウルグアイの第1仮保全請求 (34-43項)

ウルグアイの第 1仮保全措帯請求は.向匝日印の交通妨害,特に橋と道路の封紙を防止し,

終了させるために合理的なあらゆる措置をとることをアルゼンチンに求めるものである.

この点でウルグアイは次のように幸.張 しているo第 1に,完全に封鎖されているプラ f･

ベントス橋は,通常時にアルゼンチン-の輸.lIl.量の910/Oが通過するL,また,他の2つの橋
も閉鎖されており.恒常的に封鎖される恐れがある(ノ第2に,これらの道路封報はn国経

凧 二対して極めて深刻な景三轡を有しており,そのR的はいずれもBoLnla工場の建設を停止

させることであるo第3に.このE]的のため,アルゼンチンは何もしないという決定を下

しており,封鎖を妨害しないようにしているr節4に,自L]iJが Botnla計画の中止を強制さ

れると.同計剛 よ補償のない損失 tperteseLChe)となり,被る損害はLrJJl哀し得ないものと

なるD第5に,アルゼンチンによる強別行動により.ICJO)仮保全措置は緊急性を有する｡

第6に,工場建設を遂行し,認~吋を維持するウルグアイの杵利は,今後,rrl順 し得ない損

害を受ける重大な危険を右する,これに対してアルセンチンは次のように主張 している亡

局地的なものである｢ノまた,封錨は観光にも通商にも影響を与えておらず,工場建設に仙

らの影響も5･えてないo第2に.白岡は道路封錆を奨励 しておらず,積称的な説得活動を

行っている｡第3に,部分的な道路封紬は本案権利に対して回復し得ない拍告を5･えるよ

うな性質のものではなく.仮保全措吊は緊急性を有きない ｡.また,ウルグアイの経済と観

光に対 して影響があったとしても.ウルグアイLIF･Iの水質や⊥場建設とは何ら関連性がない｡

損害が発生したとしても,完全にLFr]復し得るものである (34-39項)し､

封鎖に関わらず.2006年夏以降,Botnla工場の建設は相当程度進展しており.新たに2

/)の認可がIlj-えられており, 1二場建設も進1日｣である｡従って,ウルグアイが75年協定か

ら導こうとしている権利そのものに対して,封鎖が回復し得ない損害を引き起こす危険が

あるとは思われないDさらに,当該損害の危険が急迫している (1mmlnent)ことはホされ

なかった｡従って,本件の状況は,ウルグアイの第1仮保全措置請求の指示を必要とする

ような性質のものではない (40-43項)∩

4.ウルグアイの第2.3仮保全請求 (44-51項)

ウルグアイの第2仮保全請求は,紛争を愁化 ･拡大させるような措置を慎むよう求める

ものであり,第3請求はウルグアイの権利を穀担する恐れのある他のすべての措置を慎む
八 よう求めるものであるっこのノたで･ウルグアイは第2請求について次のように主張してい
七 る｡第1に.訴訟当事国は裁判所の決定を尊重し.健全な軸去運営を阻害する措置を慎む

義務を負う｢,第2に,ICJは以前,健全な司法運営を確保するための仮保全措置を指/｣け

る権限を有すると述べている｡第3に,rn]復し得ない相害が存在しない場合でも,紛争悪

化防止のための命令は可能である｡次に,節 3請求について次のように手.張している(,第

1に,アルゼンチンは工場建設の中止を強制しており,本案判決によってしか得られない

はずのものを,事実上事前に得ようとしている,第2に.75年協定と2006年命令に基づき.
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同 法 (57-1)186

本案審坪までの間,自国は工場建設を遂行する権利を有している｡これに対して,アルゼ

ンチンは次のように主張している仁)第1に,ウルグアイに認められ得る権利は一切侵害さ

れていないため,紛争が悪化 ･拡大する危険は存在しない,,第2に,75年協定と2006年命

令はウルグアイに工場建設の権利を付与 していないO第3に,第2請求と第3請求は訴訟

の主題と関連性がないため,第 1請求が棄却された場合,第 1請求から独立した形で指示

されることはない (44-48項)0

これまで裁判所は.紛争を悪化 ･拡大させるような行為,あるいは紛争解決をより凶難

にするような行為を慎むことを当事国に命じる仮保全措帯を指示 してきた (米大使館事

件 .仮保全命令 C.IJ.Recuell1979,p21,par,47,シェノサイド条約適用事件 ･仮保令

命令 C.IJ Re(-uezl1993,p,24,par,52.陣地海洋境界事件 .仮保全命令 C.IJ.Recuell

1996,p･24,par.49:コンゴ領域武))活動事件 ･仮保全命令 CJJRecuell2000.p129,

par.47.)L,これらの事件では,紛争の悪化 ･拡大の防止を命 じるもの以外の仮保全措置も

同時に指示されている｡現時点では,両国間の橋と道路の封鎖の帰結として,鋸 哀し得な

い損害の急迫 した危険がウルグアイの本案権利を脅かしているとの結論には達 しなかった

(命令41-43項参月割｡,ウルグアイの第 1仮保全請求を指示するための要件が満たされてい

ない以上 封鎖それ自体は第2位保全請求の指示を正当化 しない｡以上の理山により,ウ

ルグアイの第3仮保全請求も認められか ､(49-51項)0

5.付 言 (52-55項)

裁判所は2006年の仮保全措置命令における勧告を繰 り返す｡.すなわち,｢国際法上,日岡

に課された義務を履行し,75年協定の規定する協議 ･協力手続を誠実に実施し,本件紛争

の解決をより困難にする恐れのある行動をすべて慎む｣ことである (2006年命令82項)｡本

件命令は裁判所の本案管轄権,受理可能性および本案を予断するものではない｡また.ウ

ルグアイは,新事実に依拠 して新たな仮保全措置請求を提起する権利を有する (ICJ規則

75条3項)0

6.命令主文 (56項)

以上の理由により.｢現時点で裁判所に提示されている状況は,裁判所規程41条に基づく

仮保全措置の指示権限の行使を必要とするようなものではない｣(14対 1)｢4㌧

賛成 :ヒギンズ所長,アル ･ハサウネ副所見 ランジェヴァ,シー.コロマ,バーゲン

(4)本来であれば,本件は訴訟当事国両【車tの特任簸判官2名を含めて総員17名の法廷とな

るはずであるが,表決には15名の裁判官しか参加していない｡2006年の仮保全手続段階 六
では,シー判事とトムカ判事の2名がH鎖弁論から欠席 しており,表決に加わらなかっ

たため,判事は計15名であった｡CR2006/46(Argentlne,thePresidentoftheCourt),
p.10.同様に,2007年の仮保全手続段階では, トムカ判事とパラ ･アラングレン判事が
欠席していたため,判事は計15名となっている.⊃CR2006/54(Uruguay,thePresldent),
p.8.なお.裁判所規程55条は,｢すべての問題は,出席した裁判官の過半数で決定する｣
と規定している｡
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185 国際鞘 去裁判所 ウルクアイ河のパルプI場事件 (仮保全措置命令 2007年 1月23ul

サール,小和Hl,ジンマ.エブラヒム.キース,セプルヴェダ ･アモール,ベヌー

ナ,スコ ト二コフ判事,ピヌエサ特任判 卦 ,'l｡

反対 ■トレス ･ベルナルデス特任判事 'ulL､

本命令の正文は仏語であ り,以11の少数意見が付されているO宣言 (コロマ判事),有言

(バーゲンサール判事).反対意見 (トレス ･ベルナルデス特任判事､)0

四.解 説

本件では,捉訴回アルゼンチンによるイ尉呆全措置請求が棄却された後,今度は被告国ウ

ルグアイが仮保全措帯請求を操起 した｡ICJ規則73条 1項は,｢仮保全措置の指示を求める

書面による要請は [-]一方の当事者により行 うことがで きる｣と規定 してお り.被告国

よる請求を排除していない｡なお,実際に被告国が仮保全措置を請求 した事例はないが,

国境紛争事件 (仮保全措置命令1986年)ではブルキナ ･プアソとマ リがともに仮保全措置

を請求 している 7̀'(ただ し,本件は特別合意付託であるため,原告 と被告の区別はない)0

(1)仮保全措置請求と本案請求の関連性

本件のウルグアイの第1仮保全請求に関 して問題 となったのは,同請求と本案請求 (7
ルゼンチンの請求訴状)の間に関連性が認められるか否かという点であるO原則として,

仮保全措置の対象となるのは本案請求権利であるため,本案請求と仮保全請求の主鞄が同

一であるか,又は一一',liの関連性を有することが求められる｡すなわち,仮保全請求は,戟

判の主題をなす権利を対象としていることが求められる､汚｢,従来の裁判例でも.本案請求

(本案権利)と仮保全請求 (仮保!1号権利)の関連性は仮保全措置の指示要件として認めら

れてきたrJ例えば,仲裁判決事件 (1990年1fi保全命令)では,原告ギニア ーピサオの ｢仮

保全措置の対象とされる権利は本案手続の対象ではない｣ と判断され,仮保全請求が棄却

されている(9)｡ここでは,同IzJの仮保全請求 (セネガル海軍の行動の差LL請求)が本案請

求 (仲裁判決の有効性を争う請求)と関連竹を有 していなかったと判断されているのであ

るし)同様に,フランス刑事手続事件でも関連性が問題となったが.ICJはこの点について

確定的な判断を下 していない 帆 ｡

(5)Mr.RatllEmilioVlnueSa.アルゼ ンチン側の特別選任裁判官Oアルゼンチ ン国籍し,

(6)Mr.SantiagoTorresBernardez.ウルクアイ側の特別選任裁判官し)スペインrijil籍｢.

(7)Ajfalredudljfe're71djTro77taller(Burk117aFa.W)/Mall).ordonnancedu10janvier1986.

人 C･IJ･ReL･uCl11986･p･6(para･6)I
五 し8)ShabtaiROSENNE,TheLawandPracticeoflheInternationalC()urt1920-2005.4th

ed,.vol.III.Procedure(NIJhoff,Lelden/Boston.2006).p.1381,杉原高嶺 『Ejij際司法裁

判制度』(有斐閣1996fl=･)275-276貝｡

(9)CaseconreymngtheArbTtra/Au)ardI)I31Tuly1989(Guznea-BISSauu.Senegal),

Orderof2March1990,I.CJRef)orts1990,p,70(para.26),
(10) 拙稿 ｢フランスにおける刑事手続事件 (仮保全措置命令 2003年 6月17日)｣岡山大学
法学会雑誌55巻 2号 (2006年)207-211頁｡
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本件 (パルプ丁場事件)においてICJは.仮保全請求と本案請求の間に関連性が求めら

れることを明示的に認めたLlすなわち.｢仮保全措置による保護を求められる権利と係属中

の本案訴訟の主題との間の関連性 (lelien)を検討する必要がある｣と述べている (命令

27項)｡なお,この ICJの判断に関して注意すべき点は,関連性の要請が,仮保全要作の

1つである prlmafacle管轄権の有無を審理する過程で述べられているということであ

るOすなわち,ウルグアイの仮保全請求が本案請求 (75年協定上の権利義務関係)と関連

性を有するか否かという問題は.ウルグアイの仮保全請求について,75年協定上のPnma

facle管轄権があるか否か,という問題として扱われているのである (命令30項参照)｡

さて,以上のように仮保全請求と本案請求の間の関連性が求められる点は明らかになっ

たが,具体的な判断基準は明らかではないり特に問題となるのは,本案請求権利の特売方

法である｡この点について,-一般には,｢恨保全申請が訴訟主題の権利を保全するものか否

かの判断は,請求訴状に記された 『紛争のi=.題』と 『請求内容』に照らして,訴状におけ

る申立と仮保全申請との間に直接的な連結性が認められるかどうかによる仙｣と考えられ
ている｡他方で,本件のような場合に問題となるのは,被告であるウルグアイが請求訴状

を提起していないため,ウルグアイの本案請求が存在しない,という点である｡この点で

ICJは,｢被告の権利は,原告による請求の形碇の仕方だけに依存するものではない｣と判

断している (命令28項)｡すなわち,被告の本案権利を特定するにあたって,原告の請求訴

状以外のものを考慮し得ると言うのである この点で,コロマ判事 (宣言)によれば,ウ

ルグアイの仮保全請求は ｢事件の本案 (themerltSOfthecase)と十分な連結性を有す

る‖2'｣と述べており,｢事件の本案｣というTI.い概念をFf]いて関連性を捉えている｡この

ように,被告 (ウルグアイ)が仮保全請求を提起する場合,関連性要件は,原告の本案請

求と被告の仮保全請求の間で判断されることになるが,原告の本案請求内容 (紛争の主題)

は柔軟に解釈される余地を確していると言えよう｡

最後に問題となるのは,本件の具体的事実において,ウルグアイの仮保全請求がアルゼ

ンチンの本案請求と関連性を有するか否か,という点である｡アルゼンチンの請求訴状は,

ウルグアイによるパルプ工場建設に関して,75年協定上の義務違反と権利侵害を主張する

ものであるが,これに対して,ウルグアイの仮保全請求は,75年協定上の権利が侵害され

ることを理由に,アルゼンチン住民による道路封鎖を解除するよう要請するものである(命

令13項)｡そこでアルゼンチンは,道路封鎖と工場建設は2つの別個の事実であり,両者の

間に関東関係はなく,75年協定上の規範とも関係がないとj=.張した(13)O他方,ウルグアイ

は道路封鎖と工場建設を関連付けるために,道路封鎖の ｢唯一の｣目的が製紙工場の建設

(ll)杉原高嶺 『国際司法裁判制度』｢有斐閣1996年)276頁｡

(12lDeclarationofJugeKoroma.para3.

(13)CR2006/55(Argentine.MrnヒRuizCeruttlLpp.14-15(para.37).
(14)CR2006/54(Uruguay,M,GrosEsplell),p.12(para.3),p.16rpara.30):CR

2006/54(Uruguay,M.CondrelllJ,p29(para.2).
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さて,この点について ICJは,次のように判断 して関連性を認めている√｣すなわち.rl二
域建設と工場稼働に関するウルグアイの権利 (75年協定上の権利)は.裁判所の確定判決

を待つ間,朋 l｣として仰 呆全措置によって保護され得るものである｣ と述べ,さらに.｢75

年協定に基づいて,本件の本案について裁判所が判断を下すことに対するウルグアイの権

利も.同様に.本案手続の主題と関連性を手｢しており,原則として恨保全措置によって保

護され得るものである｣という (命令39項)どtCJのこの判断では.アルゼンチンの請求内

容や紛争の主題は特定されておらず,また,アルゼンチンが問題としたような因果関係の

存在も示されていない｡ICJは.ウルグアイに認められる可能性のある権利 (75年協定 1.

のT.域建設権)が.裁判所の仮保全措置によって保護される可能性がある,という点を根

拠として ｢卜分な関連性｣(unliensufflSant＼)を認めている (命令40項)′すなわち,権利

の111能性 と保護の可能性だけを根拠として関連性が認定されているのであるLlこのように,

裁判所が関連性を柔軟に解釈 しているのは,l二述のように.Jmmafacle管轄権の判断過程

における関連性審査という形式になっているためであると考えるべきであろうo

八

(2)紛争防止と仮保全措置

次に本件で問題となったのは,ウルグアイの第2仮保令措置請求 (紛争の悪化又は拡大

を防止するための仮保全措置請求)を認めるかftfかという点である｡ICJが引用 している

ように (命令49項∴ 従来の裁判例では,権利保全型の仮保封 苦置 (第 1類型)だけではな

く,紛争防止型の仮保全措置 (第2類型)も認められてきたoただし,判例上,第 1類型

と第2類型の関係は必ずしも明らかにされていないr,すなわち.第2類型を第 1類型に付

随するものと捉える立場 (仙随説)と,第 1好招Jiから独立 した形で第2類型を指示し得る
という＼(/▲場 (独立説)が分かれているのである〔)

本件では,ア)i,センチンは付随説を主張 し,第 1請求が棄却された場合.第 1請求から

独立した形で第2請求が認められることはないと主張 した (命令48項)Oこれに対 してウル

クアイは.第2類型の仮保全措置を指示する権限は.ICJ規程41条の内在的な要素として

認められると主張 している(15㌧,

この点で,確かに ICJ の先例上 第2類刑の仮保全措置を指示 した例は多'I見られる

が,ウルグアイが主張したようにLlh＼ これらの事例の中で初めて独立説を認めたのは.国

境紛争事件の仮保全措置命令 (1986年)である〔)本件で ICJ個 別裁判部)は,｢当事剛 二

よって提示されたイJi保全措置請求とは関係なく (independamment),裁判所,従って′吊去

延は.ICJ規程41条に基づき.状況により必要であると認める場合には,紛争の悪化又は

拡大 (l'aggravatlOnOul'extenslOndudifferend)を防止するための仮保∠封賢帝を指示する

(15)CR2006/54(Uruguay,Mr.Boyle),pp.50-51rpara.18-20).

(16)CR2006/54(Uruguay,Mr.Boyle),p.52(para21).
(17)Ajfalredudljfe're77dfrolllaller(BurklnaFa50/Mall),Ordonnancedu10janvJer1986.

C.I.I.Recupll1986,p.9(para,18).
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い第2類型の仮保全措置を認めており,独立説を採用したものと解される｡なお,この′｣､

法廷の判断に関しては.仮保全制度の重要な変質をもたらす可能性があることが指摘され,

憤重な運用を求める見解も示されていた(lR.L,ただし,国境紛争事件の後も.陸地海洋境界

事件 (1996年)̀19)及びコンゴ領域武力活動事件 (2000年)､20-では,国境紛争事件の判断が援

用されている｡

さて,以上のように,独立説を採用する裁判例が幾つかあるが,独立説については,こ

れを支持する説と批判する説がともに見られるし.一万で批判説によれば.ICJが紛争の一

般的予防という械能を取 り込み,rgl連憲章第7章の安保理行動に接近するものとなるため.

の仮保全措置の職権性を強調する,,すなわち,ICJ規則75条 2項では,｢裁判所は [-]要

請された措置とは全体的に若しくは部分的に矩なる措置を指示 [･･･]することができる｣

と規完してお り,仮保全措置の職権行使が認められていることを指摘する｡

さて,上記の争点に関して,本件における1CJの命令は複数の解釈を許容するものであ

り,暖味な点を残 しているoICJによれば,｢ウルグアイの第 1仮保全請求に関する要件が

満たされていない以_1･..封鎖それ自体では,rLT)レグアイの請求する第 2仮保全措置の指示

を正当化しない｣と述べてお り (命令50項).ィ､｣随説とも独立説とも解することが可能であ

るDまず,ウルグアイの第 1仮保今請求 (第 1類型Jが認められない以上,道路封鎖その

ものに関する第2仮保全請求 (第2類型)も認められない,と解釈すれば,付随説を採用

していると解される｡他方で,第2仮保全請求が認められない理由は,第 1請求と同様に

｢回復し得ない指苦の急迫性｣の欠如である,と解すれば,独立説を採用 しているとも解

されるLl実際に,バーゲンサール判事 (I_ETFl)は,独立説に立って上記の判断部分を解釈

しているL22㌧

なお,ヒ記の判断に際して,ICJは付随説を採用する先例を列挙し (命令49項),その後
で L記の判断を示 している (命令50項)｡〕ここで注目すべき点は,第 1に,ICJの列挙する

判例の中に,国境紛争事件の仮保全措置命令が含まれていない点であり,第 2に,テヘラ

外交雑誌88巻 3号 (1989年)40-41頁｡

(19).4jfaiyedelaj;Ontldreter7･eStreI,Iman[7mee)7treleCamerounctleNl'ge'rla

(camerouN(∴Nlge'rta),Ordonnancedu15mars1996,CJJ.Recuet11996(I),pp.22-23
(para41)

但0)AHairedesactlVlte'sa'melessur/etwrztoZreduCongofRe'pub/l'cddmocratlquedu 八
congoc.ouganda),ordonnancedulpIJulHe[2000.CIJRecuell2000.p128(para.44). 二
(21)JerzySZTUCKI,"CaseConcerning1.andandMaritimeBoundary(Cameroonv

Nigerla)-ProvISionalMeasures.Orderof15March199611,LeldenJour77alof

InterJzat10nalLauJ,vol.10(1997),pp.357-358;KarlrlOELLERS-FRAHM.I-ArtlCle41",
IllAndreasZIMMERMANNetaled.ThE,StaluteoftheIntL,7･nationalCourtofJustLCe

ACommentary(0ⅩfordUniversityPress,2006),p.932.

C22)DeclaratlOnOfJudgeBuergenthal,para.10
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ン事件,シェノサイド条約適用事札 陣地海洋境界事件.コンゴ領域武力活動事件が,す

自らの先例をすべて付随説として捉え,国境紛争事件を唯一の例外 として扱おうとしてい

るように解 し得る｡すなわち.ICJ自身は独立説を封印し,判断をイJ随説に統一しようと

しているように即 つれるO確かに,本件の JCJの判断は,〟-ゲンサ-ル判事の解釈 (独

立説)を許容する文言を用いているため,このノ･.i.,J二関する確定的な判断は回避されたもの

と考えるべきであろう｡とは言え,独立説と解する場合であっても,第2類型の仮保全請

求について ｢本案権利に対するLnJ復し得ない指苫｣を求めることになるため,実質的には

付随説に接近することになる｡

A

(3)メルコスル特別裁判所判決の効果

最後に,本件で問題とな-｣たのは,道路封鎖から生じた経酒的損害に関して,ウルグア

イがメルコスル特別裁判所に提訴 して自由貿易協定違反を主張 し,損害賠償を認める同裁

判所の判決 (2006年9月6FH を得ていたという点である｡これに関連して,アルゼンチ

ンは次の2点を主張しでいる｡)

第 1に,ウルグアイは既にメルコスル裁判所での判決を得ており,ICJに同一のか実に

関する判決を求めることは,フォーラムの濫用であり,ICJはこうしたフォーラム ･ショッ

ピングを認めることはできないというL210他方,ウルグアイは,自国の仮保全請求が経済

的損害や通商 ･交通の自由に関わる請求ではないことを強調しているL2㌦ 上記のように,

ICJはウルグアイの仮保全措置請求が,75咋協定上の権利義務に関連性を有することを認

めてお り,アルゼンチンの主張を退けているD

第2に,アルゼンチンは,メルコスル特別裁判所の決定 (2006年9j]6日)が既判力を

の主張が認められ,道路封緒から生じた経済剛 員害に関してアルゼンチン側の損害賠償義

務が認められている｡他方,ウルグアイは,同判決が既判ノJを有する点を認めつつ 2̀6㌧ICJ

この点についてICJは.具体的な検討を行うことなく,ウルグアイがメルコスル批判所

において提起した権利と ICJ において捉起 した権利が異なることを指摘するに止まって

いる (命令30項)｡すなわち,メルコスル特別裁判所においては,臼砲貿易協定上の義務違

反が問われたのに対 して,ICJでは75年協定 卜の権利義務が争われているというのである′1

ICJは詳細な説明を省いているが.上記の点は,適Jm去規の相違からメルコスル判決が ICJ

一一 に対 して既判力を有さないと判断したものと解される｡伝統的に.既判プJが適用される[=

C23)CR2006/55(Argentlne,MTT化RulZCeruttl), P.ll(paras,19-20).

C4)CR2006/54(Uruguay,M,GrosEspiell).p.12(para4)_

C25)CR2006/55(Argentlne,M.Kohen).pp,2324(para.18),

C26)CR2006/56(Uruguay.Mr_Boyle),p.ll(par°.】7).

C27)CR2006/56(Uruguay,Mr.Boyle).p,17(para.21,i.
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めには,当事者 (persona),請求 (petlta),請求原因 (causapetendl)の3要素の同一性

が要件とされるため,本件では,請求原因に関して両事件の間に同一性がないと判断され

たものと考えられる｡
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